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題目: 計画情報共有システムを用いるサプライチェーン管理の構造的特徴について

要旨: サプライチェーン管理において情報を共有することの重要性がよく指摘されるが、利用法
や効果が具体的に明らかになっているとはいえない。本研究では簡潔だがモノの流れを正確に捉
えたロジスティクスプロセスを用いて、情報共有の仕組みと効果を分析する。情報共有の効果を
量るために、チェーン内でセットメーカとサプライヤが需要情報を共有し素直な生産計画と在庫
管理を行うというモデルを用いてシミュレーション実験を行い、サプライチェーンの変動の様子
を調べた。結論として次を得た。(1)販売計画の更新において計画と実需との差異を最適に用いる
ことでプロセス全体に効果がある。(2)販売予測が非常に正確でなければ情報を共有してもサプラ
イチェーン全体での品切れ防止効果を期待できない。(3)サプライチェーン管理の構成において構
造的不確実性が問題である。

キーワード: サプライチェーン、計画情報システム、情報共有、構造的不確実性

Title: A Stractural Feature of Supply Chain Management with Information Sharing Systems

Abstract: Although the importance of information sharing in supply chain management is
pointed out time after time, its mechanism and effect are not sufficiently clarified yet. By devel-
oping a model of logistics process and information sharing mechanism between a manufacturer
and a vendor, this paper shows how it can be optimized and what limit it has. The both firms
share sales plan, and they produce accordingly. The vendor adopts a straightforward inventory
policy for its product. The behavior of the logistics process is studied through computer simu-
lation. To conclude, the followings have been shown. (1) If the difference between planed sales
and real sales is properly used in updating sales plan, then the performance of whole supply
chain is effectively improved. (2) Sales forecasting needs to be very precise in order to prevent
shortage of part or final product in the supply chain. (3)Structural uncertainty is an important
design issue to get good supply chain management.
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1 はじめに

　現代の生産プロセスは非常に多くの企業連携によって実現しており、モノと情報の流れはサ
プライチェーンを構成する (Silver et al.1998)。サプライチェーンの管理が非効率的であれば、ロ
ジスティクスによる弊害は各組織における在庫コストの発生という問題だけにとどまらず、都市
問題や交通問題、さらに全地球的な環境問題などの深刻な問題にも発展する。個々の企業境界を
超えてロジスティクス問題を社会的問題と捉え、高付加価値物流によって社会全体の利益を追求
すべきとの気運が高まっている。生産プロセスの高度化に比べ遅れがちな物流プロセスの改革や
物流費削減のため、原料・部品調達と生産のジャスト・イン・タイム化が進められ（田中, 1988）、
また、物流委託費の大幅なカットがサプラ イチェーンの末端組織にまで迫られている。企業組織
を上下関係で連鎖させる のではなく、企業間コラボレーション (松浦他,2001)という協同関係も
注目されている。
これらのサプライチェーンの管理においては、情報を共有することの重要性が指摘されること
が多い。例えばChen et al.(2000)や鈴木他 (2005)は需要予測情報の共有化や発注サイクルがサプ
ライチェーンに及ぼす影響をブルウィップ効果に関連して調べている。しかし、「どのようなしく
みで、何の情報を共有し、どのような利用を行えば、どれほどの効果があるか」について具体的
に明らかになっているという状況ではない。古くからの問いかけである「どれほどの在庫を持て
ばいいんだろう」という現実的な問いについての答えを見つけるのは困難なままであり、この問
いかけに答える以前に問題の適切な設定自体が問題となる。どれほどのビジネスの範囲を考えな
ければならないか、問題に関連しそうな属性や事項として何をそろえればよいのか、どういうリ
スクや不確実性を考慮すべきか、といったことが明確ではないのである。たとえば、待ち行列モ
デルで単純な情報処理しか想定しない場合は、情報システムとして実践可能な共有情報の構造と
利用方法は分からない。また、ソフトウエア購入によって計画情報システムを導入するにあたっ
ては、自社が属するサプライチェーンの何に注意して、どのような運営を行えば適切かという設
計計算は困難である。定量的にとらえられないため、経験によって磨いてくしかない。こうした
ことから、サプライチェーン管理の工学的な分析・設計方法やサプライチェーン構造のより深い
理解が求められている。特に、共有情報の扱いとサプライチェーン全体の動作を理解する方法を
実践的に扱えるモデルが必要である。
本論文では、ビジネスプロセス工学の立場から、(1)簡潔だが正確なロジスティクスプロセスを
用いてサプライチェーン内の情報共有とその利用の効果を提示することにより、サプライチェー
ンの構造的な不確実性を明らかにする。(2)サプライチェーン管理を困難にしている本質的原因の
ひとつは需要の予測と計画とのずれにあることを示す。

2 ロジスティクスプロセスモデル

サプライチェーンの中にはモノや帳票を扱っている多くの組織と組織内の活動があって、ロジ
スティクス・プロセスというネットワークを構成している。ロジスティクス・プロセスはひとつの
ビジネスプロセスであって、その特性は構成要素であるそれらの諸活動と活動間をつなぐ結合変
数から決まる（Sato and Praehofer,1997;佐藤,2001）。活動の特性はその活動の「加工時間」で決
まる。たとえば、機械や人間による機械加工や組立工程のようなモノを変換する活動や、注文処
理や請求業務、生産管理の計画のようなコトを変換する活動がある。また、結合変数は蓄積し在
庫となるものであって、たとえば、紙の注文伝票やデータベースの受注ファイルに記載された個々
の要求のようなサー ビス待ちのコトの在庫や、加工を待つ原料や組立て待ちの中間部品などのモ
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ノの在庫がある。在庫の量がロジスティクス・プロセスの特性に影響することは、オペレーション
ズ・マネジメントの分野の有名な定理であるリトルの定理から理解される (Hopp and Spearman,
2001)。ロジスティクス・プロセスにお けるこれらの構成要素の特性のあり方や配置が、生産・購
買・物流計画による管理方法と顧客からの引合の強さに対してどのような全体的特性を示すのか
は、大きな構造的不確実性である。

2.1 Activity Interaction Diagramによるサプライチェーンのモデル

　 サプライチェーンはひとつのビジネスプロセスであり、Activity Interaction Diagram(以
下、AID)によって離散事象システムとしてモデル化できる。離散事象システムとは、システム
の入力が離散的であり事象が並行的に起こりうるような時間的変数を持つ入出力システムである
（Sato,2001）。AID構造を持つ離散事象システムは次の 2種類の要素から構成される。

• エンティティ(entity,object)：離散事象システムの中に存在するモノとコトで、活動によっ
て発生したり、処理され変化するもの。　

• 活動 (activity)：エンティティに対して加工やサービスという処理を行い、エンティティに
何らかの変換を加えること。

離散事象システムのモデルは、システムの中を流れるエンティティに対する種々の作業ネットワー
クであり、その図のことをAID と呼ぶ。AID は

1. 活動図形

2. 待ち行列図形

3. 活動図形と待ち行列図形をつなぐ矢印

の 3 つの構成要素からなり、どのように矢印をたどっても、活動と待ち行列が交互に現れる構成
となっている決まりがある。待ち行列は活動同士をつなぐ結合変数であるり、活動による変換を
待っているエンティティが待ち行列となっている。
現在の典型的なサプライチェーンは住田 (2005)、奥村 (2004)によれば、ロジスティクスプロセ
スを構成する要素や計画管理による統合機構から成る。また各企業とビジネスの都合によって多
くの実現型がある。本論文では次節でAID によって基本生産型サプライチェーン・プロセスとと
いうシンプルなロジスティクスプロセスをモデル化する。

2.2 基本生産型プロセス

基本生産型プロセスのモデルを図 1に示す。図 1下側はサプライヤに原材料が入荷されてから
加工、組立を経てメーカから市場へ出荷されるまでの実際のモノの流れを示し、上側がメーカの
販売予測情報作成からサプライヤの原材料発注情報作成までの情報の流れを表している。なお、
情報の流れのモデルでは待ち行列図形を平行四辺形で表す。基本生産型プロセスの特徴は次のと
おりである。

• メーカは向こう 6か月分の販売計画を持っている。6か月分の月次計画とその中の直近 2か
月分の週次計画、更にその内直近 2週間分の日次計画である。
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• 顧客オーダは毎日到着する。顧客オーダは販売実績値である。計画値と実績値の差異は販売
計画の更新に使われ、売り上げ好調の場合は計画を上方修正し、不調なら減らす。更新は週
に 1回行う。

• メーカはその日の販売実績値である受注分をその日の内に組立生産する。部品が不足して
いる時には部品在庫数からみて可能な最大数を生産する。1日の内に生産完了し毎日出荷す
る。メーカは生産計画値を持っておらず、販売計画を実質的に生産計画として利用する。販
売の計画と実績及び在庫に基づき、目標在庫レベルを満たすのに必要な個数を日々部品サプ
ライヤに発注する。目標在庫レベルは在庫日数を用い、3日間の生産をカバーする部品数で
ある。この意味で、目標在庫レベルを維持するのに必要な量を補充するように生産をすると
いう考え方である。

• メーカからサプライヤへ開示する販売計画データを共有情報と呼ぶ。サプライヤの製造リー
ドタイムを考慮した上で、1カ月分の最新の週次計画を開示する。この開示データはメーカ
にとって直接には何らの拘束とならず、その後、メーカからの注文は内示数には制約されず
に日々到着する。

• サプライヤは、サプライヤの製造リードタイムに 1カ月分を加えた計画期間の販売計画を持
つ。メーカからの共有情報をそのまま 1ヶ月分の販売計画とする。

図 1: 基本生産型モデル

2.3 ビジネスプロセスのモデルと動作について

本論文においてはビジネスプロセスのモデル化にあたって、業務取引システムという名称の概
念枠組みを用いる (Sato and Praehofer,1997)。モデルはプログラム言語 Javaによって実現され
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ている。そのモデルとプログラムの動作がエラーを含まないことは、プログラム実行の結果得ら
れる状態遷移表が業務取引システムの動作機構に従っているかを確認することで、十分なレベル
で得られる。計算機科学の分野の理論的結果である停止性決定問題の不可能性から逃れられない
が、アドホックなモデル化とそれのプログラム実現とは全く異なり、モデル自体の離散事象シス
テムとしての妥当性と、モデルを実現したプログラムの正当な動作が得られている。

3 サプライチェーンの情報構造

本節では、2節のロジスティクスプロセスモデルの詳細な定式化を行う。

3.1 記号

下添え字 dは計画データの更新日を表す。

W (n),M(k) : それぞれ第 n週、第 k月を表す数値

roundW (x) : x日が属する週番号

roundM(x) : x日が属する月番号

SHRWd(W (n)) : 第W (n)週の共有週次計画販売数

mproinv : メーカ製品在庫日数

spartinv : サプライヤ部品完成品在庫日数

mpartinv : メーカ部品在庫日数

smatinv : サプライヤ原材料在庫日数

mproLT : メーカ完成品製造日数

spartLT : サプライヤ部品加工日数

mtranLT+ : メーカからの製品出荷後納品までにかかる輸送日数

mtranLT− : メーカへの部品入荷にかかる輸送日数

stranLT+ : サプライヤからの部品出荷後納品までにかかる輸送日数

stranLT− : サプライヤへの原材料入荷にかかる輸送日数

MDFd(j) : d日付け、j日のメーカ日次計画販売数

MWFd(W (n)) : d日付け、第 n週のメーカ週次計画販売数

MMFd(M(k)) : d日付け、第 k月のメーカ月次計画販売数

MDD(j) : j日のメーカ日次実需要数

MWD(W (n)) : 第W (n)週のメーカ週次実需要数

MMD(M(k)) : 第M(k)月のメーカ月次実需要数

MPL(j) : j日のメーカ製品生産オーダ数

MPI(j) : j日末のメーカ製品在庫数

MI(j) : j日末のメーカ部品在庫数

MO(j) : j日のメーカ部品発注オーダ数
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MShip(j) : j日のメーカ製品出荷数

SDFd(j) : d日付け、j日のサプライヤ日次計画販売数

SDD(j) : j日のサプライヤ日次実需要数

SWD(W (n)) : 第W (n)週のサプライヤ週次実需要数

SMD(M(k)) : 第M(k)月のサプライヤ月次実需要数

SPL(j) : j日のサプライヤ部品生産オーダ数

SPI(j) : j日末のサプライヤ部品在庫数

SI(j) : j日末のサプライヤ原材料在庫数

SO(j) : j日のサプライヤ原材料発注オーダ数

SShip(j) : j日のサプライヤ部品出荷数

3.2 メーカの販売計画データ構造

メーカは 6か月分の販売計画を用いる。計画データの基本構造は図 2の通りであり、現時点か
ら直近 2ヵ月は週次の販売計画、3ヶ月目から 6ヶ月目は月次販売計画である。更に、直近 2週間
は日次販売計画を持つ。

図 2: 販売計画データの基本構造

3.3 メーカ・サプライヤ間の共有情報構造

メーカからサプライヤへの 1ヶ月分の週次販売計画を開示する。このデータのことを共有情報
と呼ぶ。
データ作成時を第W (n)週として、W (n + roundW (spartLT ))以降 4週分のメーカ週次計画

販売数を共有週次計画販売数とする。

SHRWd(i)
∆= MWFd(i) n + roundW (spartLT ) ≤ i ≤ n + roundW (spartLT ) + 3 (1)

図 3は共有情報作成の様子をあらわしている。
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図 3: 共有情報の構造

3.4 日次計画販売数の更新

販売計画は実需要の変動に合わせるように週に 1度の割合で更新しながら保持する。販売計画
が図 2のような構造を持つので、月次,週次,日次それぞれのデータの更新が必要となる。以下、
k :作成時の月番号,n :作成時の週番号,d :作成時の日番号,d′:前回の作成日番号,d′′:当該計画デー
タの最終更新日番号とする。また、更新とは d′日付けの計画値を d日付けの計画値に直すことで
ある。

3.4.1 メーカ日次計画販売数の更新

更新日である d日から見た過去 2ヶ月分の実需要数と計画販売数の平均差異率を反映させて、本
日 d日から 2週間 (10日分)の日次販売計画を更新する。更新は毎週 1回行う。

• 直近 1週間分 (d + 1 ≤ j ≤ d + 5)の計画値は前回作成済みの日次計画販売数に過去 8週分
の計画値と実績値の差を反映させて更新する。

• その後 1週間分 (d + 6 ≤ j ≤ d + 10)の計画値は週次計画販売数から日次計画販売数に落と
し込む。週次計画販売数を 5等分した数に過去 8週分の実需と週次計画販売数/5との差分
を反映させて日次計画販売数とする。

次式 (2)の第一式は次のことを意味する。

d日付け日次計画数 (第 j日) = d′日付け計画数 (第 j日) + 係数 × 平均差異率 ×d′日付け計画数 (第 j日)
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MDFd(j)
∆=





MDFd′(j) + βσmddMDFd′(j) if d + 1 ≤ j ≤ d + 5
MWFd(W (n+2))

5 + βσmwd
MWFd(W (n+2))

5 if d + 6 ≤ j ≤ d + 10
(2)

2ヶ月間平均差異率

σmdd =
1
8

7∑

w=0

MDD(j − 5− 5w)−MDFd′′(j − 5− 5w)
MDD(j − 5− 5w)

σmwd =
1
8

7∑

w=0

MDD(j − 5− 5w)− MWFd′′ (W (n−w))
5

MDD(j − 5− 5w)

上式における係数 βは、計画と実績の平均差異を更新値に反映させる大きさを決めている。βを
計実差異反映係数と呼ぶ。モデル内の計画更新で同一の βを用いる。

3.4.2 サプライヤ日次計画販売数の更新

1. 共有計画販売数を過去 2か月分の実需要と共有計画販売数の差分に基づいて微調整する。

2. 修正済み共有計画販売数を元に日次計画販売数を作成する。

以降式中の上付き記号は修正後データを表す。SHRWd(W (n))は、d日付けの第W (n)週から始
まる共有週次販売計画数 SHRWd(W (n))の修正値を表す。

(1) 共有計画販売数の修正

式 (3)は次のことを意味する。ただし、共有計画数は全てサプライヤ製造日数だけシフトしたも
のである。

d日付け修正共有週次計画数 = d日付け共有週次計画数 + 係数 × 平均差異率 × d日付け共有週次計画数

SHRWd(W (i)) ∆= SHRWd(W (i)) + βσshwSHRWd(W (i)) (3)

2ヶ月間平均差異率

σshw =
1
8

7∑

w=0

SWD(W (n− w)− SHRWd′′(W (n− w))
SWD(W (n− w))

(2) サプライヤ日次計画販売数の立案

(1)で修正した共有週次販売数から日次計画販売数に落とし込む。共有週次計画販売数を 5等分
した数に過去 2か月分の実需と週次計画販売数/5 との差分を反映させて日次計画販売数とする。
次式 (4)は次のことを意味する。

d日付け日次計画数 (第 j日) = d日付け修正共有週次計画数の 1日分 + 係数 × 平均差異率 × d日付け修

正共有週次計画数の 1日分

SDFd(j)
∆=

SHRWd(W (n′))
5

+ βσshmd
SHRMd(W (n′))

5
(4)

n′ = n + roundW (spartLT )

σshwd =
1
8

7∑

w=0

SDD(j − 5w)− SHRWd′′(W (n−w))
5

SDD(W (n− w))
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3.5 週次計画販売数の更新

過去 2ヶ月分の実需要数と計画販売数の差分を反映させてメーカ週次計画販売数を更新する。

d日付メーカ週次計画数 (i週) = d′ 日付メーカ週次計画数 (i週) + 係数 × 平均差異率 ×d′ 日付メーカ週

次計画数 (i週)

MWFd(i)
∆= MWFd′(i) + βσmwwMWFd′(i) (5)

2ヶ月平均差異率

σmww =
1
8

7∑

w=0

MWD(W (n− w))−MWFd′′(W (n− w))
MWD(W (n− w))

3.6 月次計画販売数の更新

過去 2ヶ月分の実需要数と計画販売数の差分を反映させてメーカ月次計画販売数を更新する。

d日付メーカ月次計画数 (k月) = d′日付メーカ月次計画数 (k月) + 係数 × 平均差異率 ×d′日付メーカ月

次計画数 (k月)

MMFd(M(k)) ∆=





MMFd′(M(k)) + βσmmmMMFd′(M(k)) m + 2 ≤ k ≤ m + 5

MMFd(M(k)) + βσmmmMMFd(M(k − 1)) k = m + 6
(6)

2ヶ月平均差異率

σmmm =
1
2

1∑
r=0

MMD(M(m− r))−MMFd′′(M(m− r))
MMD(M(m− r))

3.7 生産数の決定

3.7.1 メーカ製品生産数の決定

今期 j日よりメーカ製造リードタイム (mproLT )経過後の期末に、設定した在庫日数 (mproinv)
分の完成品在庫を持つよう以下のように今期生産開始数を決定する。

MPI(j +mproLT − 1) =
j+mproLT+mproinv−1∑

d=j+mproLT

MDF (d) を満たすようにMPL(j)を決定する。

ただし、部品が必要数に満たない場合は可能数だけ生産する。また上式で第 (j + mproLT − 1)日
における製品安全在庫数=在庫日数分の販売計画数、が成立することに留意されたい。

第 j日におけるメーカ生産数 = 第 j日の実所要数 + 第 (j + mproLT − 1)日の安全在庫数-第 (j − 1)日の

見込み在庫数

MPL(j)
∆
= MDD(j) +

j+mproinv+mproLT−1∑
d=j+1

MDF (d)−
{

MPI(j − 1) +

j−1∑
d=j−mproLT+1

MPL(d)

}
(7)

式 7の前半部分は今期より製造リードタイム後期末までに必要な完成品数を、後半の ()内は前期
末在庫数と既に仕掛中でリードタイム期間内に完成する数の総和を表している。
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3.7.2 サプライヤ部品生産数の決定

今期 j 日よりサプライヤ製造リードタイム (spartLT ) 経過後の期末に、設定した在庫日数
(spartinv)分の部品在庫を持つよう以下のように今期生産開始数を決定する。

SPI(j + spartLT − 1) =
j+spartLT+spartinv−1∑

d=j+spartLT

SDF (d)を満たすように SPL(j)を決定する。た

だし、原材料が必要数に満たない場合は可能数だけ生産する。

SPL(j)
∆
= SDD(j) +

j+spartinv+spartLT−1∑
d=j+1

SDF (d)−
{

SPI(j − 1) +

j−1∑
d=j−spartLT+1

SPL(d)

}
(8)

3.8 発注数の決定

3.8.1 メーカ部品発注数の決定

今期 j 日よりメーカの調達リードタイム (mtranLT−) 経過後の期末に、設定した在庫日数
(mpartinv)分の部品在庫を持つよう以下のように今期部品発注数を決定する。

MI(j+mtranLT−−1) =
j+mtranLT−+mpartinv−1∑

d=j+mtranLT−
MPL(d)を満たすようにMO(j)を決定する。

MO(j) ∆= 目標在庫数 (j + mtranLT− − 1)−見込み在庫数 (j + mtranLT− − 2) (9)

目標在庫数 (j + mtranLT− − 1) = MDD(j) +
t∑

d=j+1

MDF (d)−MPI(j − 1)−
j−1∑

d=t′
MPL(d)

見込み在庫数 (j + mtranLT− − 2) = MI(j − 1) +
j−1∑

d=t′′
MO(d)

t = j + mtranLT− + mpartinv + mproLT + mproinv − 2
t′ = j −mproLT + 1
t′′ = j −mtranLT− + 1

式 (9)では、前半部分が今期より調達リードタイム後期末までに必要な部品数を、後半部が前期
末在庫数と既に発注済みでリードタイム期間内に入荷する数の総和を表している。今期発注分の
部品は (調達リードタイム+部品在庫日数)経過後の生産引当予定分なので、発注数決定の際には
(調達リードタイム+部品在庫日数+製造リードタイム+完成品在庫日数)経過後期末の完成品在庫
数を考慮する必要がある。

3.8.2 サプライヤ原材料発注数の決定

3.8.3 サプライヤ発注数の決定

今期 j 日よりサプライヤ調達リードタイム (stranLT−)経過後の期末に、設定した在庫日数
(smatinv)分の原材料在庫を持つよう以下のように今期部品発注数を決定する。
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SI(j + stranLT− − 1) =
j+stranLT−+spartinv−1∑

d=j+stranLT−
SPL(d)を満たすように SO(j)を決定する。

SO(j)
∆
= SDD(j) +

t∑
d=j+1

SDF (d)− SPI(j − 1)−
j−1∑
d=t′

SPL(d)− SI(j − 1)−
j−1∑

d=t′′
SO(d) (10)

t = j + stranLT− + smatinv + spartLT + spartinv − 2

t′ = j − spartLT + 1

t′′ = j − stranLT− + 1

3.9 出荷数の決定

3.9.1 メーカ製品出荷数の決定

メーカは当日の生産終了後在庫からMDD(j)を出荷する。ただし、製品在庫数が必要数を満
たさない場合は可能数だけ出荷する。

MShip(j) ∆= min
(
MDD(j), MPI(j′)

)
(11)

j′は j日の生産終了後かつ出荷前を表す

3.9.2 サプライヤ部品出荷数の決定

サプライヤは前日末在庫から SDD(j)を出荷する。ただし、部品在庫数が必要数を満たさない
場合は可能数だけ出荷する。

SShip(j) ∆= min (SDD(j), SPI(j − 1)) (12)

4 情報共有するロジスティクスプロセスの基本動作

前節のモデルはサプライヤとセットメーカから成るサプライチェーンと、計画情報共有システ
ムによる全体的管理機構を組み込んだもので、全体として離散事象システムである。本節ではそ
のサプライチェーンへの基本的な 2種類の入力パターン (顧客からの注文パターン)を設定し、全
体的な動作を調べる。サプライチェーンの全体的な評価を行うために、次の 2つの指標を用いる。

• 不足率の期間平均 = 1
n

n∑

j=1

第 j日の必要数−第 j日の出荷や生産の可能数
第 j日の必要数

× 100

• 在庫比率の期間平均 = 1
n

n∑

j=1

第 j日末の在庫数
第 j日の受注数や生産数

ひとつめの評価尺度の不足率とは、サプライヤ、メーカそれぞれにおいて、ある日において必要
な量と利用可能な実在庫量との比率である。必要量かそれ以上が確保されていれば不足率はゼロ
となる。また、在庫比率は保有在庫を目標在庫と比較する量であり、安全在庫として例えば、目
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標在庫 3日分と設定している部品については 3という値が適正値となる。また式中の nはシミュ
レーションの全期間を表し、1000日の場合は n = 1000 となる。
サプライチェーンの中の種々の在庫の量と、サプライチェーン内の種々の活動が必要とする入
力要求への不足発生率の間にはトレードオフがある。活動とは、メーカにおける完成品組立や、
サプライヤにおける加工であり、それらの入力とはサプライヤからの部品や原材料である。もし
大量に在庫していれば瞬時に要求に応えられるが、大量在庫のビジネスプロセスは大量のムダに
つながる可能性を持ち、現代社会では受け入れられない。また、リトルの定理がサプライチェー
ン全体について成立する状況では、在庫が多いほどリードタイムが長いという傾向があり、やは
り大量在庫ベースのビジネスは受け入れ難い。
基本動作を分析するためのシミュレーションの設定は以下の通りである。

• 安全在庫を在庫日数で定める。メーカの製品完成品在庫日数:0日, 部品在庫日数:3日,サプ
ライヤの部品在庫日数および原材料在庫日数:各 3日

• メーカの生産日数:0.7日,サプライヤの加工日数:15日

• サプライヤの原材料調達日数:2日,サプライヤ・メーカ間の部品輸送日数:0.5日,メーカから
顧客までの製品輸配送日数:1日

• シミュレーションの期間は 1000日とした。種々の変動の長期的方向性を見るためである。

以下では次の 2通りの顧客からの注文パターンについてシミュレーションを行い分析した。

• メーカ需要が急激に増加する場合

• メーカ需要が緩やかに増加する場合

4.1 メーカ需要が急激に増加する場合

メーカへの実需要が日に比例して増加する (y = x + 30, x :日, y :メーカの実需要数) 場合が表
1,図 4, 5,6である。

指標 y = x + 30の場合のパフォーマンス

サプライヤ原材料不足率平均 0.00 %

サプライヤ部品出荷不足率平均 9.21 %

メーカ部品不足率平均 1.51 %

メーカ完成品出荷不足率平均 1.51 %

サプライヤ原材料在庫率平均 3.00

サプライヤ部品在庫率平均 3.03

メーカ部品在庫率平均 　 2.73

表 1: 実需パターン:y=x+30,β = 0.13の場合のパフォーマンス表
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図 4: 実需パターン:y=x+30,β = 0.13の場合の計画販売数と実需数の推移
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図 5: 実需パターン:y=x+30,β = 0.13の場合の在庫比率推移
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図 6: 実需パターン:y=x+30,β = 0.13の場合の不足率推移

図 4から図 6 のモデルの挙動は驚くべき点を含んでいる。基本生産型モデルはランダム的な要
素をどこにも含まない決定論的モデルである。しかも、実需要が直線に沿って増加していくにも
関わらず、計画販売数 (式 (4))や在庫変動 (式 (5))、サービス率を示す不足率 (式 (6))は、いずれ
もランダム的な変動を示し、しかも長期に渡って不安定的なのである。この現象の分析は 6節に
おいて行う。
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4.2 メーカ需要が緩やかに増加する場合

メーカの実需要が日に比例して増加する (y = x + 300, x : 日, y : メーカの実需要数) 場合につ
いても前節同様にシミュレーションを行い、同様の結果を得た。(表 2,図 7, 8)

指標 y = x + 300の場合のパフォーマンス

サプライヤ原材料不足率平均 0.00 %

サプライヤ部品出荷不足率平均 0.00 %

メーカ部品不足率平均 0.00 %

メーカ完成品出荷不足率平均 0.00 %

サプライヤ原材料在庫平均 2.87

サプライヤ部品在庫率平均 2.51

メーカ部品在庫率平均 2.97

表 2: 実需パターン:y=x+300,β = 0.25,の場合のパフォーマンス表
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図 7: 実需パターン:y=x+300,β = 0.25の場合の計画販売数と実需数の推移および在庫推移
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図 8: 実需パターン:y=x+300,β = 0.25の場合の不足率推移

5 計実差異反映係数 (β)がロジスティクスパフォーマンスに与える影響

本節では式 (2)から式 (6)の式中の β(計実差異反映係数)を 0 ≤ β ≤ 1で変化させてパフォーマ
ンスの変化を観察する。βを変えることによって過去の実績値と計画値との差が今期の販売計画
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に与える影響度を変えることになるため、この値を適切に定めることは重要である。
前章の指標に加えて計画精度をパフォーマンス指標として定義する。

計画誤差率 =
1
n

n∑

j=1

∣∣∣∣
第 j日の実需要数−第 j日の計画販売数

第 j日の実需要数

∣∣∣∣× 100 (13)

計画誤差率は実需要数に対する計画販売数と実需要数の差分の比を期間平均したものである。す
なわち実需要に対して計画数がどれくらい正しかったかということを表しており、この値が小さ
い程計画の精度は高い。
前節と同じ 2パターンのメーカ実需要についてシミュレーションを行った結果以下の結論を得た。

• 計実差異反映係数は計画誤差率に大きな影響を与える。

• 計画誤差率が低い範囲にあるとき、パフォーマンスが高くなる。

以下で係数 βの変化によるサプライチェーンの動作を詳しく述べ、最適値を求める。

5.1 メーカ需要が急激に増加する場合

下図9はメーカの実需要が日に比例して急激に増加する (y = x+30, x :日, y :メーカの実需要数)
場合について、計実差異反映係数 βとパフォーマンスとの関係を表している。図の左側は βによ
る計画誤差率と在庫比率の変化を、右側は計画誤差率と不足率の変化をプロットしたものである。
計画誤差率および不足比率が 100%以内となるのは 0.031 ≤ β ≤ 0.328 の範囲であった。図 9に
おいて βの変化によって、サプライヤとメーカの計画誤差率が椀状に変化している。特にサプラ
ヤの計画誤差率は βによって大きく変化した。0.1 < β < 0.2の範囲が椀形の底となっており、こ
の範囲でサプライヤ、メーカともに計画精度が高いといえる。更に、在庫比率は βの変化によっ
て増加する傾向にある。また部品不足率は一気に減少し、β > 0.15の範囲では一定となるが、原
材料および完成品に関してはほとんど不足は発生しない。
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図 9: 実需パターン:y=x+30,計実差異反映係数 βとパフォーマンスとの関係

図 9をグラフの傾向別に 3つの部分に分け、各部分の代表的な β についてパフォーマンスを
まとめると表 3になる。表から、β によって計画誤差率が大きく変化することが分かる。更に、

14



β = 0.13のとき β = 0.03, 0.25の時と比べてメーカ、サプライヤ共に計画誤差率が高くなってい
ることから、β = 0.13周辺が最適的な計実差異反映係数であるといえる。
図 10から図 12は表 1で示した βでシミュレーションした結果である。β = 0.03のとき (図 10)
は生産実績が常に実需要に追いつけない。メーカの計画販売数が実需要数を常に一定数下回って
比例的に増加し、サプライヤの実需要数すなわちメーカからの部品受注数が急激に増加した。こ
のとき、部品と原材料の在庫数は急激に増加し続けた。在庫数の増加に伴い完成品と部品の不足
率は減少するが、メーカの完成品不足は 200日以降、部品不足が減少し始めるのは 900日以降で
ある。β = 0.13のとき (図 11)、サプライヤの実需要数がジャンプする箇所もあるが、600日以降
計画販売数が実需要数に追従し定常的になり、在庫数も必要数に対して約 3倍の量 (すなわち在
庫比率が 3)に落ち着く傾向にある。また β = 0.25 のとき (図 12)は定常状態にならず発散傾向に
ある。

指標 β = 0.03 β = 0.13 β = 0.25

サプライヤ原材料不足率平均 0.00 % 0.00 % 0.00 %

サプライヤ部品出荷不足率平均 59.79 % 9.21 % 10.12 %

メーカ部品不足率平均 17.58 % 1.51 % 0.94 %

メーカ完成品出荷不足率平均 17.58 % 1.51 % 0.94 %

サプライヤ原材料在庫平均 2.14 3.00 4.66

サプライヤ部品在庫率平均 0.41 3.03 6.19

メーカ部品在庫率平均 0.87 2.73 2.89

メーカ計画誤差率 36.23 9.47 11.96

サプライヤ計画誤差率 68.00 19.61 37.91

表 3: 実需パターン:y=x+30の場合のパフォーマンス比較表
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図 10: 実需パターン:y=x+30,β = 0.03
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図 11: 実需パターン:y=x+30,β = 0.13
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図 12: 実需パターン:y=x+30,β = 0.25

5.2 メーカ需要が緩やかに増加する場合

計実差異反映係数 βの値と、サプライチェーン全体のパフォーマンスをみると、図 13と表 4の
ようになる。β = 0.25が最適値であり、そのときのサプライチェーンの動作は図 14となる。理想
的に動作している。
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図 13: 実需パターン:y=x+300,計実差異反映係数 βとパフォーマンスとの関係
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指標 β = 0.05 β = 0.25 β = 0.40

サプライヤ原材料不足率平均 0.00 % 0.00 % 0.00 %

サプライヤ部品出荷不足率平均 20.8 % 0.00 % 2.06 %

メーカ部品不足率平均 0.00 % 0.00 % 0.00 %

メーカ完成品出荷不足率平均 0.00 % 0.00 % 0.00 %

サプライヤ原材料在庫平均 2.45 2.93　 3.13

サプライヤ部品在庫率平均 0.89 2.71　 3.32

メーカ部品在庫率平均 2.21 2.99 2.99

メーカ計画誤差率 14.15 1.80 4.75

サプライヤ計画誤差率 30.90 4.06 11.85

表 4: 実需パターン:y=x+300の場合のパフォーマンス比較表
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図 14: 実需パターン:y=x+300,β = 0.25

6 情報共有の限界

基本生産型サプライチェーンにおいては共有販売データを用いて目標在庫を保持することを目
指した生産を継続的に行っている。しかし、4節と 5節で見たように、サプライチェーンの中で材
料不足が発生すると、この不足が発注や生産行動のばらつきを増大させ、プロセス全体の動作安
定性に負の影響を与える。本節では 2つの方向から不足を発生させないための方策を調べる。

6.1 正確な販売予測を使用する場合

4節で示したように、1セットメーカ・1サプライヤの単純な構造をしたサプライチェーンに決定
論的な実需要パターンを適用した場合であっても、直感に反して図 4のような複雑な動きをした。
例えば図 4の場合、0日から 200日、400日から 600日などの期間でサプライヤの計画販売数が

実需要数を下回る周期にはメーカからの部品発注数が爆発的に増加し、図 6に見られるようにサ
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プライヤがメーカからの需要にまったく対応できなくなるという現象が発生する。ところが、そ
れ以降においてはサプライヤの計画販売数が実需要数を下回ってもサービス率 100%,在庫比率も
目標の 3に保ったまま (図 5)理想的に動作している。シミュレーション期間の後半になるほど計
画と実績との誤差が小さくなっているため、こうした複雑な動作は計画誤差と強い関連があると
考えられる。したがって本節で前節で用いた計画誤差率 (式 (13))に着目し、加工や組立、輸配送
の処理時間、安全在庫としての在庫保有日数等を前節までと同様の設定とし、サプライヤの計画
誤差率を 10%、5%と変化させてシミュレーション分析を行う。図 4の場合には結果として得られ
たサプライヤの計画誤差率は約 20%であった。
サプライヤの計画誤差率を 10%にするには、まずあらかじめ定めた顧客の需要関数より将来の
正確な実需要数を計算する。この実需要数と図 4の通りプログラム実行結果から算出される計画
数との誤差が 20%であることから、実需要数と計画値との誤差を半分にするように計画値を修正
することで計画誤差率を 10%にする。5% の場合も同様に行う。将来の需要の正確な値を用いる
ことで計画の誤差を小さくしているので、シミュレーションであるから可能なのであって、現実
の世界では計画誤差を思うように小さくすることはできない。
サプライヤの計画誤差率が 10%のとき図 15 の左図のようになる。図 4と比較すると、400日か
ら 600日期間での動作が落ち着いたが、0日から 200日期間ではメーカ部品発注数の爆発的に増
加している。図 15 の右図は計画誤差が 5%の時の推移である。計画誤差が 5%以下に小さくなる
とメーカ部品発注における複雑な動きはほぼ見られなくなる。

 0

 200

 400

 600

 800

 1000

 1200

 0  100  200  300  400  500  600  700  800  900 1000

pa
rt

s

days

Transition of Planned Sales and Real Demand(10%)

M’s Planned Sales
M’s Real Demand
S’s Planned Sales
S’s Real Demand

 0

 200

 400

 600

 800

 1000

 1200

 0  100  200  300  400  500  600  700  800  900 1000

pa
rt

s

days

Transition of Planned Sales and Real Demand(5%)

M’s Planned Sales
M’s Real Demand
S’s Planned Sales
S’s Real Demand

図 15: メーカ実需要:y=x+30で誤差 10%,5%で計画した場合の推移

これらの結果から、本論文の基本生産型サプライチェーン構造ではメーカ、サプライヤ間でい
かに精度の高い情報を共有しても、極めて正確な販売計画を立案しなければ計画値と実績値の誤
差のために、チェーンに複雑な動作が生じてしまうということが分かる。これは正確な需要を把
握することの重要性と共に、予測が不確実である以上、この不確実性を補うための有効な方法論
が必要であることを意味する。たとえばサプライチェーン全体の構造を整合的に変更することが
考えられる。
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6.2 大量の安全在庫を使用する場合

図 4と図 6に見るように、基本生産型サプライチェーンが持つ全体的な需要への反応能力は、
需要パターンが y = x + 30のように直線的に増加する時、600日経過前後からは順調に推移する。
そこで、サプライヤの初期在庫を 600日分の出荷及び生産に必要な量として 180,000コと設定す
ると、図 16 のようになる。図 16には図 4 に見られるメーカ発注量の爆発的な増加が現れず、シ
ミュレーションの全期間に渡って動作が安定している。
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図 16: サプライヤ初期在庫を 600日分とした場合の推移

サプライチェーンプロセスが需要の変化を販売計画と生産計画に反映し、全体として安定した
活動を行えるように、計画システムが適応するわけである。つまり大量の在庫を使ってオペレー
ションを行いながら、計画量を需要量に合わせている。言い換えると、これは在庫が大量にあれ
ば需要変化に対応することができるという例になっている。しかし、これほど大量の在庫を保有
することはもちろん理想的な方策とは程遠いものである。

7 結論

本論文のモデルは、モノの流れとしては 1単位の原料がサプライヤによって 1単位の部品とな
り、セットメーカによって 1単位の製品となって出荷される。はなはだ簡潔なものであり、部品
表や作業工程を明示的に扱っていない一方で、メーカもサプライヤも販売計画と生産指示の情報
システムを使用し、かつ共有情報としてメーカからの 1カ月分の販売データの内示を用いる。
本研究の成果を列挙すると次のようになる。

• 計画情報システムによって制御される基本的なロジスティクスプロセスを基本生産型プロセ
スとしてモデル化した。このモデルにおいて販売計画共有データを定義し、メーカから開示
された販売計画をサプライヤの販売計画に反映させる。

• 販売計画の更新において計実差異反映係数 (β)を最適にコントロールすることによってサプ
ライチェーンネットワークのパフォーマンスを向上させることができる。

• 基本生産型プロセスモデルはランダム的構成要素を持たない決定論的モデルである。そのモ
デルに対して顧客からの需要を与えると、在庫、生産量、サービス率などの動的特性の変動
は、例えば図 4のように複雑でランダム的な振る舞いとなり、制御可能性を感じさせない。
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本論文で扱った簡単なサプライチェーンでも予想外な複雑な振る舞いとなることから、現実
のサプライチェーンの構造では遥かに複雑な動きとなることが予想できる。このことから、
ロジスティクスの業務や業務間を接続する各種在庫、さらに計画情報システムの計画機能や
指図発行機能といったビジネスプロセスの構成要素のバランスに構造的な不確実性が存在
すると言える。

• 情報を共有している基本生産型プロセスにおいて、サプライヤの複雑な動きを安定的にする
には、6節の考察のように未来の需要の正確な値を用意することが有効な手段の 1つであっ
た。しかし、いかなる需要予測技法も「常に 95%以上の精度を保証する」ようなことは不
可能であり、少しの期間でも予測がはずれるとサプライチェーン全体の動きが暴れる可能性
がある。本研究が示した微少予測誤差のサプライチェーンによる増幅効化は、現実の複雑な
サプライチェーンでは大きな問題となっていると考えられる。また、正確な需要予測以外に
十分な在庫保有によっても需要変動に対応できるが、在庫大量保有はもちろん理想的な方策
とは程遠いものである。こうしたことから「情報の共有化」は大事であるがそれだけでは好
ましい動特性を得るためには不十分であることが言える。

計画情報システムや共有情報の利用法について取り扱うためには、従来の確率分布によってモ
デル化されるランダム的事象の不確実性の扱いとは別に、構造的な不確実性を扱う設計理論の開
発が一つの大きな研究課題である。
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